
宇部市行財政改革推進計画
アクションプラン検証シート
令和4年度≫≫≫令和5年度

宇部市総合政策部行革推進課

令和6年度≫≫≫令和7年度



担当課 関係課

１ 収納対策と財源の確保 01 未収債権の発⽣防⽌・適正な対応 収納課 債権管理担当課収納課

02 ふるさと納税等自主財源の獲得推進 移住定住推進課収納課

２ 持続可能な⾏財政運営 03 未来投資のための事務事業の⾒直し ⾏⾰推進課 各事業課収納課

04 規律ある財政運営の実施 財政課 政策企画課、⾏⾰推進課収納課

３ 資産の有効活⽤ 05 公共施設マネジメントの推進 財産管理課 施設主管課、財政課、⾏⾰推進課収納課

４ 職場環境の整備 06 職員の定員適正化 職員課収納課

07 人材育成と職場風土の改⾰ 職員課収納課

08 職員の健康安全管理対策の推進 職員課

５ 政策実施体制の強化 09 EBPMの推進 ⾏⾰推進課 各事業課収納課

10 多様な主体との連携・共創 連携共創推進課 中⼼市街地活性化推進課、北部地域振興課収納課

６ デジタル化の推進 11 庁内業務のデジタル化 デジタル推進課 総務課、職員課収納課

12 窓⼝サービスの効率化 市⺠課 マイナンバーカード推進課収納課

７ 広報・広聴活動の強化 13 積極的な広報活動の推進 広報広聴課、移住定住推進課 各課収納課

14 広聴機能の充実 広報広聴課 各課

基本方針 戦　略 アクションプラン

方針１

⾏政資源の
適切なコントロール

方針２

政策効果の向上



宇部市行財政改革推進計画アクションプラン目標指標進捗状況一覧（令和6年度実績）

№
アクション
プラン名

主管課 №
アクション
プラン名

主管課

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績 実績

評価 評価

実績

評価

実績

評価

実績

評価

実績

評価

98.85% 99.00% 99.15%

2,418,075千円 2,150,110千円 2,030,550千円

25業務 28業務 31業務

EBPMの
推進

行革推
進課

項目 EBPM手法による新規事業の立案割合

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ａ Ａ Ａ

34業務

R6 R7 R8

98.94% 99.05% 99.15%

R7 R8

3,900件 4,200件 4,400件 4,600件 4,800件 5,000件

R7 R8

- 100% 100% 100% 100% 100%０９

 目標指標

０１
未収債権の
発生防止・適
正な対応

収納課

項目 現年度分収納率（債権管理計画・主要な債権）

目標
基準値(R3) R4 R5

Ｂ Ｂ Ｂ

98.85% 98.69% 98.67%

項目 未収債権額（債権管理計画・主要な債権）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

2,388,000千円

Ｂ Ｃ Ｂ

2,121,796千円 1,849,710千円

2,423,363千円 2,390,310千円 2,630,929千円

０２

ふるさと納
税等自主財
源の獲得推

進

移住定
住推進

課

項目 ふるさと納税寄附件数

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ａ Ａ Ａ

4,524件 5,873件 7,433件

項目 クラウドファンディング・企業版ふるさと納税額

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

9,054千円

Ｃ Ａ Ａ

10，000千円 10，000千円 10，000千円 10，000千円 10，000千円

6,816千円 20,508千円 30,989千円

R7 R8

2.28億円 １億円 １億円 １億円 １億円 １億円
０３

未来投資の
ための事務
事業の見直

し

行革推
進課

項目 未来投資のための事務事業見直し等による行革効果額

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ｂ Ａ Ａ

0.81億円 1.6億円 1.7億円

R7 R8

54億円 50億円 42億円 34億円 32億円 30億円以上

０４
規律ある財
政運営の実

施
財政課

項目 財政調整基金残高

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ａ Ａ Ａ

56億円 ４８億円 ４4億円

項目 一般会計地方債残高

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

695億円

Ａ Ａ Ａ

675億円 680億円 680億円 670億円 659億円以下

663億円 653億円 640億円

R7 R8

18% 40% 49% 60% 71% 78%

０５
公共施設マネ
ジメントの推

進

財産管
理課

項目 個別施設計画（最終年度：R11）の進捗率

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ｃ Ｂ Ｂ

25% 44% 49%

項目
優先的検討規程に基づく

公共施設建設等におけるPPP／PFI手法導入検討割合

目標
基準値 R4 R5 R6 R7 R8

-

Ａ - Ａ

規程策定 100% 100% 100% 100%

策定 該当なし 100%

R7 R8

1,073人 1,065人 1,082人 1,072人 1,089人 次期計画で
目標値を設定

０６
職員の定員

適正化
職員課

項目
職員数（各年4月１日時点）

（定員適正化計画）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ａ Ｂ Ｂ

項目
総職員数（各年4月１日時点）

（定員適正化計画／再任用短時間職員含む）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

1,123人 1,131人 1,136人 1,141人 1,144人 次期計画で
目標値を設定

1,124人 1,094人

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

1,068人 1,081人 1,045人

Ｂ Ｂ Ｂ

12.93時間/月 11.58時間/月 10.85時間/月

Ａ Ａ Ａ

係長職以下の職員１人当たりの時間外勤務の削減

R8

11.1時間/月

33.4%

1,120人

 目標指標

Ｃ Ｂ Ｂ

2.20% 1.68% 1.94%

R7 R8

1.6% 1.５%以下 1.５%以下 1.５%以下 1.５%以下 1.５%以下

Ｂ

100% 100% 100%

R7 R8

- - 4件 6件 8件 10件１０
多様な主体
との連携・

共創

連携共
創推進

課

項目
共創の手法を用いた共創ロールモデル事業の実施件数（累計）

※うべ・未来共創プラットフォームによる取組を含む

目標
基準値 R4 R5 R6

- Ａ Ａ

１件 4件 6件

１１
庁内業務の
デジタル化

デジタ
ル推進
課

項目 業務の自動化（ＲＰＡ等）を実施している業務

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ｂ Ａ Ａ

R7 R8

１７業務 ２０業務

19業務 27業務 36業務

項目 複合機で印刷した枚数
※基準値はR3下半期実績。各年度の目標は、各年度下半期のR３年度下半期実績（基準値）に対する割合

目標
基準値 R4 R5 R6 R7 R8

4,842千枚 50% 50% 50% 50%

Ｃ Ｃ Ｃ

50%

81% 76% 75%

R7 R8

42.7% 100% 100% 全国平均(78.2％)以上 全国平均以上 全国平均以上

１２
窓口サービ
スの効率化

市民課

項目
マイナンバーカード交付率　※R5年度からは保有枚数率とする
（政府方針「R４年度末までにほぼ全国民に行き渡る」に準拠）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

Ｃ Ａ

74.4% 79.8%

項目 コンビニ交付・スマート申請の利用率（住民票）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

9.4%

Ｃ

68.0%

Ａ Ａ

13% 18% 23% 27% 30%

32.1% 37.7%16.1%

Ａ

R7 R8

- 70% 72.5% 60.0% 60.0% 60.0%

13
積極的な広
報活動の推

進

広報広
聴課、
移住定
住推進

課

項目 市が発信する市政情報がわかりやすいと感じる市民の割合

目標
基準値 R4 R5 R6

Ｂ Ｃ Ｂ

53.7% 53.8% 51.5%

項目 宇部市の認知度

目標
基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8

366位

Ｃ Ｃ Ａ

300位 285位 310位 306位 前年度以上

351位 310位 306位

R7 R8

64件 65件 65件 30件 30件 30件

１４
広聴機能の

充実
広報広
聴課

項目 市政懇談会で聴取した意見の内、市政への反映件数

数値
基準値(R3) R4 R5 R6

Ａ Ｃ Ｂ

114件 ２６件 26件

項目 うべ未来モニターの回答件数（延べ）

数値
基準値 R4 R5 R6 R7 R8

2,708件 2,700件 3,000件 3,300件 3,600件 3,900件

2,776件 2,532件 2,476件 －

  ０８
　職員の健康
安全管理対
策の推進

Ｂ

－

Ａ Ｂ Ｂ － －

Ｂ

10時間/月以下 10時間/月以下 10時間/月以下 10時間/月以下 10時間/月以下

項目

目標
基準値(R3) R4 R5

職員課

集計中・評価なし 1
24

R4

達成（A） 10
概ね達成（B） 7
未達成（C) 6

項目
メンタル不調の職員数の減少

（精神疾患を起因とする病気休暇取得職員の割合）

目標
基準値(R3) R4 R5 R6

R6 R7

０７
人材育成と
職場風土の

改革
職員課

30.8% 32.8%

R7 R8

33.7% 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下

項目 昇任したくないと考える職員の割合

達成率（A+B／24) 70.8% 70.8% 95.8%

R6

13
10
1
0
24

R5

10
7
6
1
24

※基準値は事業費ベース（R4年以降は一般財源額ベース）

※基準値：実施8回×モニター数810人×回答率41.8％にて算出

A：達成（達成率100％以上）

B：概ね達成（達成率75％～100％未満）

C：未達成（達成率75％未満）

R６年度

うべ未来モニター制度を廃止



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ 未収債権額（債権管理計画・主要な債権）
　引き続き、債権担当課で情報共有や連携を図り、上記取組等を実施していく。
　また、納付案内センターによる電話や臨戸訪問などによる納付催告を行い、新
規滞納の抑制を図るとともに、納付の呼びかけに応じていただけない方に対し
ては、迅速に財産調査の上、慎重に差押えなどの滞納処分の判断を行っていく。目標 2,388,000千円 2,121,796千円 1,849,710千円 2,418,075千円 2,150,110千円

評価 Ｂ Ｃ Ｂ

2,030,550千円

実績 2,423,363千円 2,390,310千円 2,630,929千円

Ｂ Ｂ

実績 98.85% 98.69% 98.67%

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8 　令和５年度の未収債権額が、目標額を約5億4,000万円上回り、未達成となっ
たことを踏まえ、新たに第４期宇部市債権管理計画（令和６～８年度）を策定し
た。
　令和６年度は、この計画に基づき、現年度分の早期対応による新たな滞納の発
生防止や計画的な滞納整理などに取り組んだが、現年度分収納率は目標を０.１
８ポイント下回り、未収債権額は目標額を約２億円超過した。

目標指標Ⅰ 現年度分収納率（債権管理計画・主要な債権）

目標 98.94% 99.05% 99.15% 98.85% 99.00% 99.15%

評価 Ｂ

③債務者への滞納処分（収納課） 700件 670件 Ｂ ③債務者への滞納処分（収納課） 750件

②債務者への臨戸調査及び捜索
　（収納課、保険年金課ほか）

500件 776件 Ａ
②債務者への臨戸調査及び捜索
　（収納課、保険年金課ほか）

850件

①新たな債務者に対して、３か月以内に電話催告
　（収納課、保険年金課ほか）

98.3% 99.56% Ａ
①新たな債務者に対して、３か月以内に電
話催告（収納課、保険年金課ほか）

100%

アウトカム
（プラン策定時）

市税をはじめとした主要な債権の確実な収得を図ることで、市民負担の公平性の担保と、持続性ある財政基盤の強化を図る。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

01 未収債権の発生防止・適正な対応 戦略 １　収納対策と財源の確保

担当課 収納課 関係課 債権管理担当課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和7年度取組の設定理由・根拠

評価 Ｃ A A

実績 6,816千円 20,508千円 30,989千円

クラウドファンディング・企業版ふるさと納税額目標指標Ⅱ

目標 10，000千円 10，000千円 10，000千円

評価 Ａ A

10，000千円 10，000千円

A

5,000件

基準値(R3)

3,900件

9,054千円

ふるさと納税寄附件数

令和6年度取組の総括　

年度 R4 R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

実績 4,524件 5,873件 7,433件

目標 4,200件 4,400件 4,600件 4,800件

目標指標達成状況

①実寄附者数6,381人に対し、リピート者は1,012人で目標人数を達成し、昨年の７８７
人を２２５人上回った。また、市内高等教育機関と連携した新たな寄附募集を開始してお
り、今後のリピーター数増加につなげる。
②クラウドファンディング活用型事業を1プロジェクト実施し、計3プロジェクトで募集し
た。引き続き、プロジェクトに共感を得られるようPRを行う。
③中間事業者3社により全国の企業へ寄附募集チラシを使用しＰＲを実施。目標を上回る
寄附企業数となった。

③企業版ふるさと納税のPR強化 10社 1８社 Ａ ③企業版ふるさと納税のPR強化 20社

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 1　行政資源の適切なコントロール№

アウトカム
（プラン策定時）

行政サービスの維持や新たな行政ニーズに対応するための新たな歳入の確保と、市プロジェクトへの民間活力の導入を図る。

800人 1,012人 Ａ ①ふるさと納税のリピーターの増加 1,200人

①ふるさと納税については、寄附額を増加させるための取り組みとして、魅力的で市場の
動向に沿った新規返礼品の開拓やサイト内回遊性の向上を引き続き行い、新規寄附者やリ
ピーター増を目指す。また、共通返礼品を県と県内市町で進め、特産品の販路拡大を進め
る。
②クラウドファンディングは、掲載内容を充実させつつ、一方で共感を得るようなプロジェ
クトの取捨選択を行う。
③企業版ふるさと納税は、寄附企業のリピートを促し、PRを積極的に行うことで件数増を
目指す。また、より企業の意向に添えるよう積立型の整備を行う。

ふるさと納税等自主財源の獲得推進 戦略 1　収納対策と財源の確保

移住定住推進課 関係課

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②ガバメントクラウドファンディングの拡充 2プロジェクト 3プロジェクト Ａ
②ガバメントクラウドファンディングの拡
充

3プロジェクト

①ふるさと納税のリピーターの増加

０２
担当課



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）
評価

実績

未来投資のための事務事業見直し等による行革効果額

目標指標Ⅱ

目標

評価 Ｂ A A

１億円

基準値(R3)

2.28億円

令和6年度取組の総括　

年度 R4 R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

実績 0.81億円 １．６億円 １．7億円

目標 １億円 １億円 １億円 １億円

目標指標達成状況

外部視点での
検証体制強化

行財政改善委員会に
よる検証：４事業

Ａ
①見直しを検討した事業数
　（オータムーレビュー対象事業）

300事業
（20事業）

③業務の再構築(BPR)を実施 ２業務 2業務 Ａ

０３
担当課

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール№

アウトカム
（プラン策定時）

事務事業を見直すことにより、未来志向の施策・事業に投資していくサイクルを構築し、効率的・効果的な行財政運営を実施する。

令和7年度取組の設定理由・根拠

外部視点を取り入れ、４事業を検証し方向性を決定したが、作業効率としては少
し課題が残った。
３年サンセット方式により３４７事業を検討。廃止を含め、129事業について見直
しが図られた。
さらに、ＢＰＲ(業務効率化推進）の手法を活用して、対象業務(2業務)の詳細分析
や改善策立案を行った。【※令和4年度からの業務の再構築(ＢＰＲ)：累計9業務】
(令和７年度当初予算に反映された事務事業見直しの効果額は、事業費ベース約
2億87００万円、一般財源ベース約１億7０００万円。)

引き続き、３年サンセット方式を軸に事務事業の見直しを推進する。
物価高騰等を踏まえ、適正な受益者負担を実現するため、使用料・手数料の見直
しを行財政改善委員会の開催も含め、全庁体制で推進する。
なお、行革推進課で取り組むBPRは終了し、代わりにこれまでの実績等を用いた
庁内研修を実施。

未来投資のための事務事業の見直し 戦略 ２　持続可能な行財政運営

行革推進課 関係課 実施：各事業課

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②見直しを検討した事業数
　（サマーレビュー対象事業）

300事業
（20事業）

347事業
（23事業）

Ａ
②適正な受益者負担となるよう、使用料・
手数料の見直しを推進

ー

①事務事業の見直しプロセス・体制の強化

※基準値は事業費ベース（R4年以降は一般財源額ベース）



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

０４ 規律ある財政運営の実施 戦略 ２　持続可能な行財政運営

担当課 財政課 関係課 政策企画課、行革推進課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール

アウトカム
（プラン策定時）

中長期視点に立った健全で持続可能な財政運営を実施する。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②市債の繰上償還の実施 80,000千円 22,972千円 Ｃ
②プライマリーバランスの確保
（償還額－発行額）

プラスを維持

①財政調整基金の留保（積立額ー取崩額） △789,000千円 △419,476千円 Ａ ①財政調整基金の留保（積立額ー取崩額） △197,000千円

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8
「財政調整基金残高」については、扶助費等の増大する行政需要への対応のため、大幅な取
り崩しを余儀なくされたが、EBPMに基づく行財政改革の推進や基金の効率的な運用等
に努めた結果、令和６年度目標値を１０億円上回った。
　また、市債の繰上償還については約2,300万円に留まったが、「一般会計地方債残高」
は、臨時財政対策債の減等により地方債発行額が地方債元金償還額を下回った結果、令和
６年度目標値を40億円下回った。

目標指標Ⅰ 財政調整基金残高

目標 54億円 50億円 42億円 34億円 32億円 30億円以上

評価 Ａ A A

実績 56億円 48億円 44億円

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ 一般会計地方債残高
令和４年３月に策定した「中期財政見通し」の中で、財政の持続性への影響が大
きい財政調整基金残高及び一般会計地方債残高を指標とし、予算の編成、執行
の過程で管理していくこととしている。引き続き、次世代の負担軽減や財政運営
の持続性に留意しながら、市債発行の適切なコントロールを図る。目標 695億円 675億円 680億円 680億円 670億円

評価 Ａ A A

659億円以下

実績 663億円 653億円 640億円



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール№

公共施設マネジメントの推進 戦略 ３　資産の有効活用

財産管理課 関係課 施設主管課、財政課、行革推進課

０５
担当課

アウトカム
（プラン策定時）

財政状況や人口規模に最適化された安全で持続可能な公共施設運営体制を確立する。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

10施設

①個別施設計画の進捗・予算配分の管理
進捗率
5１％

進捗率
49%

Ｂ ①個別施設計画の進捗・予算配分の管理
進捗率
54％

②「売却・解体」を具体的に検討した施設数 9施設 2施設 Ｃ ②「売却・解体」を具体的に検討した施設数

令和7年度取組の設定理由・根拠

個別施設計画の進捗・予算配分の管理については、「公共施設等保全管理基金」
を改修等の財源として活用し、概ね達成することができた。
また、公共施設の「売却・解体」の検討については、建物付きの物件として旧際波
教職員住宅と、建物解体条件付きの物件で旧岬ふれあいセンター土地について、
一般競争入札を実施したが、不落となったため、先着順売払物件として売り続け
ている。
「宇部市ＰＰＰ／ＰＦＩ優先的検討指針」の対象案件については、12月に庁内照会
を行い、該当案件が１件（ときわ公園民間活力導入検討業務）あった。

個別施設計画の進捗管理については、引き続き、優先度の高いものから予算を
配分し、計画に沿って進めていく。
「売却・解体」の検討については、引き続き建物と土地の一体的な売却を推進して
いくとともに、サウンディングなども行いながら、不要となった公有財産を積極
的に処分していく。

100% 100%

目標 40% 49% 60% 71% 78%

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 R4基準値(R3)

個別施設計画（最終年度：R11）の進捗率

実績 策定 該当なし 100%

評価 Ａ - Ａ

目標指標Ⅱ

目標

優先的検討規程に基づく
公共施設建設等におけるPPP／PFI手法導入検討割合

R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

規程策定 100% 100%

実績

評価 Ｃ B B

ー

18%

25% 44% 49%



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール№

職員の定員適正化 戦略 ４　職場環境の整備

職員課 関係課

０６
担当課

アウトカム
（プラン策定時）

人員体制の最適化を実現することで質の高い行政サービスを提供する。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

１７人

①R７年４月の正規職員の採用 58人 ２８人 Ｃ ①R８年４月の正規職員の採用 50人

②通年募集による正規職員の採用（①の内数） 12人 10人 Ｂ
②通年募集による正規職員の採用（①の内
数）

次期計画で
目標値を設定

B

1,065人 1,082人

③仕事セミナーの実施や他団体主催の職
業紹介イベントへの参加（実施・参加回数）

５回

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

③仕事セミナーの実施（参加者） 35人 24人 Ｃ

1,131人 1,136人 1,141人1,123人

職員数（各年4月１日時点）
（定員適正化計画）

総職員数（各年4月１日時点）
（定員適正化計画／再任用短時間職員含む）

目標

年度

目標指標Ⅱ

目標

R4 R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

基準値(R3)

1,073人

1,068人 1,081人 1,045人

1,072人 1,089人

実績 1,120人 1,124人 1,094人

令和7年度取組の設定理由・根拠

通年募集においては、行政職の確保については一定の効果があったものの、土
木・建築職については、全国的な傾向同様、人材の確保が困難であった。新たな
取組として、内定辞退防止のため、最終合格者に直接電話連絡を行うことで、R６
年度の辞退率は、前年度の２８．１％から12.5％と減少させることができた。
また、仕事セミナーの実施に加え、市内の小中学校・高校でも市の仕事を紹介す
ることで、将来なりたい職業の一つと思ってもらえるように取り組んだ。一方で、
セミナー参加者は伸び悩んでおり、参加者増に向けた周知が必要である。

行政職・土木職・建築職の通年募集・採用を令和７年度においても引き続き実施
するとともに、新たに、全国的に不足している保育士の通年採用を実施すること
で、人材の確保を目指す。また、民間と公務員の併願を希望する学生をターゲット
に、早期枠の新設や試験内容の見直しも行うことで、多様な人材の確保へ繋げ
る。
仕事セミナーについては、本市主催に限らず、他団体主催のセミナー等へも積極
的に参加し、公務員志望者を増やす取組を行っていく。

1,144人
次期計画で

目標値を設定

実績

評価 Ａ

評価 Ｂ B B

B



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール№

人材育成と職場風土の改革 戦略 ４　職場環境の整備

職員課 関係課

０７
担当課

アウトカム
（プラン策定時）

「自ら考え、自ら行動する組織」へステップアップすることで、市民サービスの向上を図る。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

78人

①各種職員研修の開催 34回 32回 Ｂ 各種職員研修の開催 35回

②早稲田大学マニフェスト研究所による講義実施
（課長職対象）

95人 83人 Ｂ
②早稲田大学マニフェスト研究所による講
義実施（対象：課長職１年目・課長補佐職１
年目、係長職１～３年目）

③職員サポート制度の活用（累計） 130人 8５人 Ｃ ③職員サポート制度の活用数 １4件

33.7%

昇任したくないと考える職員の割合

目標 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下 33.7%以下

実績 30.8% 32.8%

評価 Ａ A Ａ

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 R4 R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

基準値(R3)

令和7年度取組の設定理由・根拠

職員研修について、職員の資質向上に努めている。
R6年度は、早稲田大学マニフェスト研究所（人材マネジメント部会）に職員を参加
させるのではなく、講師として招くことで、全課長職を対象とした集合研修を行
い、市の現状を踏まえた組織のあり方や人材育成について知識を深めた。
職員サポート制度については、イベント運営や繁忙期におけるサポートなど、幅広
い活用があり、時間外勤務が多い職場の労働負荷の軽減が図られたことに加え、
職員の幅広い知識の習得、労働意欲の向上及びコミュニケーション活性化に繋
がった。その一方で、制度の活用者は前年度よりやや減少する結果となった。

窓口職員を対象とした説明力向上研修や定年延長・定年前再任用職員に向けた
実務研修を追加するなど、効果的な研修体系となるよう見直しを行った。
早稲田大学マニフェスト研究所による研修は、課長・副課長職へ昇任した者や部
下を持って間もない係長職を対象とし、組織論や人材育成論の習得等、マネジメ
ント能力の強化に繋げる。
職員サポート制度については、時間外勤務が多い職場の労働負荷の軽減に加え、
職員の幅広い知識の習得、他職場の職員との交流に繋がるため、活用数（マッチ
ング件数）の増に取り組む。

目標指標Ⅱ

目標

実績

評価

33.4%



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

０８ 職員の健康安全管理対策の推進 戦略 ４　職場環境の整備

担当課 職員課 関係課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 １　行政資源の適切なコントロール

アウトカム
（プラン策定時）

職員の時間外勤務の縮減と休暇の取得促進等により、心身ともに健康な職員が増えることで、仕事のパフォーマンスが高まり、質の高い行政
サービスが提供されている。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②ノー残業デーの実践・強化
実施率
95％

実施率
87％

Ｂ ②ノー残業デーの実践・強化
実施率
95％

①時間外勤務管理システムの運用と活用
時間外勤務状況の
可視化及び報告

時間外勤務状況の
可視化及び報告

Ａ ①時間外勤務管理システムの運用と活用
時間外勤務状況
の可視化及び報
告

Ａ ④バランススコア制度の周知啓発 定期報告・表彰

③EAP業者によるコンサルテーション 24部等 ２４部等 Ａ ③EAP業者によるコンサルテーション 2４部等

係長職以下の職員１人当たりの時間外勤務の削減

目標 11.1時間/月 10時間/月以下 10時間/月以下 10時間/月以下 10時間/月以下

目標指標達成状況

④バランススコア制度の導入 制度検証と周知啓発
毎月の集計と定期的
な報告・表彰

評価 Ｃ B B

1.５%以下

令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8 事業予算や人件費に対する意識付けを行う中で、事業や体制の見直しも進めら
れており、時間外勤務は減少傾向にある。
また、EAP事業による研修や相談窓口の設置など、職員の健康推進に経年的に
取り組んでいるほか、働き方及び職場環境の改善に向け、バランススコア制度を
令和５年度から引き続き実施した。

実績 12.93時間/月 11.58時間/月 10.85時間/月

目標指標Ⅰ

実績 2.20% 1.68% 1.94%

10時間/月以下

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ
メンタル不調の職員数の減少

（精神疾患を起因とする病気休暇取得職員の割合）

バランススコア制度の周知啓発や活用により、働き方及び職場環境改善に対す
る意識向上を図り、業務効率化・スクラップ等に繋げる。
EAP業者と連携し、各部へのコンサルテーションに加え、職場ドックを活用する
など、長期目標とする職場単位での自立した環境改善に繋げる。目標 1.6% 1.５%以下 1.５%以下 1.５%以下 1.５%以下

評価 Ｂ B B



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

０９ EBPMの推進 戦略 ５ 政策実施体制の強化

担当課 行革推進課 関係課 実施：各事業課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 ２ 政策効果の向上

全課

①EBPMやBPRなど、行革の取組を掲載した「行革通
信」の発行による庁内職員への周知啓発

２回/年 ２回/年 Ａ ①宇部市民意識調査を実施 実施・分析

アウトカム
（プラン策定時）

政策立案や事業実施にあたって、エビデンス（合理的根拠）に基づいて現状分析や成果検証を行うことで、政策効果の高い事業を実施し、市民の
市政に対する満足度を高める。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②各課ヒアリング(事務事業見直し時)を通じて、各課の
行革に関する取組状況の把握とアドバイスを実施

全課
・取組状況把握 全課
・ヒアリング実施 45課

Ａ
②各課ヒアリング(事務事業見直し時)を通
じて、各課の行革に関する取組状況の把握
とアドバイスを実施

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

実績 100% 100% 100%

評価

R8 事務事業の見直しやEBPMの取組を掲載した「行革通信」の発行し、庁内職員に周
知・啓発することで、各職場における業務改善に対する機運醸成を図った。
また、職員個々のEBPMマインドの醸成を図るため、係長職を対象とした行革推進
セミナーを実施した。
さらに、各課ヒアリングを通じて、各職場での行革に係る取組を把握するととも
に、効率的・効果的な手法等について助言を行った。

目標指標Ⅰ EBPM手法による新規事業の立案割合

目標 ー 100% 100% 100% 100%

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7

100%

実績

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ
ＥＢＰＭの視点を踏まえ、より効果的・効率的な施策の展開及び検証を図るため、
市民意識調査(アンケート調査)を行う。このアンケート調査を通じて、市民のわが
まちに対する認識や市政に対する満足度等を把握するとともに、市の各施策と市
政への満足度等との相関や影響度を分析する。
引き続き、各課ヒアリング等を通じて、各職場へのEBPMの普及浸透を図る。

目標

評価 Ａ Ａ A



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 ２　政策効果の向上№

多様な主体との連携・共創 戦略

連携共創推進課 関係課 中心市街地活性化推進課、北部地域振興課

５　政策実施体制の強化１０
担当課

アウトカム
（プラン策定時）

多様な主体が、地域の現状分析や課題の設定段階から連携し、地域の将来ビジョンを共有して取り組む「共創」の手法により各事業を効果的に
進め、地域課題の解決へ寄与する。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

3件

①共創の手法を用いた共創ロールモデル事業の実施件
数（令和4年度以降累計）
※うべ・未来共創プラットフォームによる取組を含む

６件 6件 Ａ

①共創の手法を用いた共創ロールモデル
事業の実施件数（累計）
※うべ・未来共創プラットフォームによる取
組を含む

8件
（令和4年度以降

累計）

②宇部市×実証実験事業応援制度による宇部市公認事
業の選定

1件 2件 Ａ
②「日本一学生が活躍するまちづくり」を
通じた学生による提案件数

③市民ポイント制度の制度設計及び運用開始 10月開始 10月開始 Ａ ③うべポイント事業の登録者数 ５，０００人

 

-目標 - 4件 6件 8件 10件

実績 4件 ６件

評価 - A A

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 R4 R5 R6 R7 R8

目標指標Ⅰ

基準値(R3)

共創の手法を用いた共創ロールモデル事業の実施件数（累計）
※うべ・未来共創プラットフォームによる取組を含む

令和7年度取組の設定理由・根拠

ロールモデル事業として、地域コミュニティの強化や市民活動の促進につながる
うべポイント事業を関係課と連携して構築した。また、中学生や高校生のまちづく
りへの参画を促進するため、探求授業等における支援及び連携を図った。
本市をフィールドにする実証実験事業応援制度は、応募７件のうち、2件を公認
し、進捗管理を実施している。

うべ・未来共創プラットフォームでは、「うべ・学生寮整備」構想（仮）の策定に向
け、市内学生へのサウンディングなどを行い、新たな取組を検討し実施していく
予定。
高等教育機関等が多い市の特性を生かして、学生と共に地域課題の解決や活性
化に向けて一緒に動く仕組み「日本一学生が活躍するまちづくり」に取り組む。宇
部市×実証実験実験事業応援制度やうべポイント事業などを通じて、市民、企業、
団体、学生等との連携を拡大し、共創のまちづくりを更に拡大する。
【うべポイント登録者数】　2,485人（R7.3.31時点）

目標指標Ⅱ

目標

実績

評価

１件



■ 宇部市⾏財政改⾰推進計画 アクションプラン検証シート 6

 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

①採用等によりモバイルPCを必要とする職員へ③ビジネスチャットツールをプリインス
トールしたPCを配付することで、配付直後から情報共有と意思決定の迅速化を実現して
いる。また、Wi-Fi環境の整備により、各職員がPC持参で会議等に参加可能としており、④
ぺーパーレス会議の推進に寄与している。
②業務の自動化については、R5年度にRPAツールの見直しを行い、実行環境がより利便
性の高いものになったことに伴い、より多くのRPA化へのニーズを吸収でき、設定した目
標値を上回る結果となった。また、自治体シェアが高いツールであったことから、他自治体
（近隣市）ともRPAシナリオの共同開発に向けた協議を実施し、今後、運用フェーズにおい
て業務平準化を図っていくとともに、効果を測定することとしている。
④ペーパーレス化の取組みについて、ペーパーレス会議の推進や印刷室における紙管理を
徹底することにより、紙資料の抑制に務めた。また、各課における申請等の電子化を推進
することにより、ペーパーレス化を図った。
令和３年度下半期の複合機使用枚数を基準とし、令和６年度下半期の複合機使用枚数を５
０％削減と目標にしたが、25％の削減となった。

令和7年度取組の設定理由・根拠

①については、令和７年度にオープンする市民交流棟について新たに整備が必
要となる。
②宇部市ＤＸ推進計画アクションプランにて目標指標をすでに上回る実績であ
り、今後取捨選択していく。
③令和６年度目標指標を達成していないことから、取組内容の検討を行い、ペー
パーレス化に努める。

目標指標Ⅱ

目標 50%4,842千枚

実績 81% 76% 75%

評価 Ｃ

業務の自動化（ＲＰＡ等）を実施している業務

１７業務 25業務 28業務 31業務 34業務目標 ２０業務

R5 R7 R8

複合機で印刷した枚数
※基準値はR3下半期実績。各年度の目標は、各年度下半期のR３年度下半期実績（基準値）に対する割合

C C

A A

50% 50% 50% 50%

19業務 27業務

評価 Ｂ

③ビジネスチャットツールの推進
情報共有と意思決定
の迅速化

・配付PCへの全台インス
トール済
・希望者へのスマートフォ
ン登録随時実施

Ａ ③ペーパーレス会議の推進
原則、紙資料の
配付なし

④ペーパーレス会議の推進
原則、紙資料の配付
なし

原則、紙資料の配付
なし

Ｂ

実績

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 R4

36業務

目標指標Ⅰ

基準値(R3) R6

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

36業務

①安心・安全な利用環境の維持
最適な利用環境の
提供

・配付を必要とする職員へ
随時PC配付済
・ネットワーク環境の維持

Ａ ①市民交流棟端末利用環境の整備 ネットワーク整備

②業務の自動化（ＲＰＡ等）の推進 ２８業務 36業務 Ａ ②業務の自動化（ＲＰＡ等）の推進

デジタル推進課 関係課 総務課、職員課

１１
担当課

アウトカム
（プラン策定時）

安心・安全に利用できる新庁舎等の端末利用環境を整備し、デジタルワークスタイルを確立することで、行政事務の効率化及び市民サービス
の向上を図る。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

令和 年度

アクションプラン名 基本方針 ２　政策効果の向上№

庁内業務のデジタル化 戦略 ６　デジタル化の推進
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 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

１２ 窓口サービスの効率化 戦略 ６　デジタル化の推進

担当課 市民課 関係課 マイナンバーカード推進課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 ２　政策効果の向上

アウトカム
（プラン策定時）

窓口手続のデジタル化・ワンストップ化の推進により、利用者の利便性向上と行政事務の効率化を図る。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②マイナンバーカード出張申請サポートの強化

大型商業施設出張
60回

+オンライン窓口
247日

大型商業施設出張
55回

+オンライン窓口
247日

Ｂ
②マイナンバーカード出張申請サポートの
強化

出張回数140回
+オンライン窓口

242日

①引越しワンストップの利用促進 利用率　30％ 利用率　３０％ Ａ ①旅券オンライン申請サービスの周知啓発
広報２回

ＬＩＮＥ掲載

Ａ
④窓口ＤＸＳａａＳ版書かないワンストップ
窓口システムの導入

運用開始

③オンライン窓口の拡充（住民異動届） 運用開始
令和６年６月

運用開始
Ａ ③コンビニ交付サービスの周知啓発

広報２回
チラシ130ヵ所

目標 42.7% 100% 100%
全国平均

(78.2％)以上
全国平均以上

④コンビニ交付サービスの周知啓発
　　（広報掲載、チラシ同封・配布）

広報２回
チラシ20回

広報2回
チラシ６５ヵ所

Ａ A A

30%

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8 ①③引越しワンストップについては、６月から本庁オンライン窓口で住民異動のオンライン届出支援を行
い、窓口の混雑緩和を図るとともに、窓口手続のデジタル化の周知啓発を図った。
②マイナンバーカード出張申請サポートは、令和５年度に行った取組を継続・拡充し、マイナカーなどにより
個人宅にも訪問し、少人数の要請でも出張申請が行える体制を強化した。
④コンビニ交付については、広報うべ、市ウェブサイト、市公式LINE、及び市内の郵便局・自動車学校・銀
行等へのチラシ配布による周知啓発を行い、利用率は目標を大きく上回った。

また、目標指標Ⅰについては、R6年度から「全国平均以上」に変更した。

実績 68.0% 74.4% 79.8%

目標指標Ⅰ
マイナンバーカード交付率　※R5年度からは保有枚数率とする
（政府方針「R４年度末までにほぼ全国民に行き渡る」に準拠）

実績 16.1% 32.1% 37.7%

全国平均以上

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ コンビニ交付・スマート申請の利用率（住民票）
①令和７年３月から旅券の新規申請がオンラインで可能となったため、旅券業務の繁忙時期等に合わせ
て、広報うべ、市公式LINE等で周知し、オンライン申請の利用促進を図る。
②については、令和6年度に行った取組を引き続き継続し、本庁のオンライン窓口や市内27か所の郵便
局、老人福祉施設をはじめ、病院、企業、学校、個人宅でマイナンバーカードの申請サポートを実施し、マイ
ナンバーカード保有枚数率８５％を目指す。
③については、証明書発行の繁忙時期に合わせ、引き続き広報うべや市ウェブサイト、市公式LINE、及び
市内の中学校・企業・不動産会社等へのチラシ配布による周知啓発を行い、市役所に行かなくても手続で
きるサービスの利用促進を図る。
④については、令和８年２月のやまぐち自治体クラウド基幹業務システムの標準化・共通化に合わせて、国
が仕様書を策定し提供事業者を採択しているシステムを導入するもので、来庁者の待ち時間短縮や申請書
記入の負担軽減など、更なる市民サービスの向上と窓口サービスの効率化・標準化を図る。

目標 9.4% 13% 18% 23% 27%

評価 Ｃ C A

評価
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 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

１３ 積極的な広報活動の推進 戦略 ７　広報・広聴活動の強化

担当課 広報広聴課・移住定住推進課 関係課 各課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 ２　政策効果の向上

アウトカム
（プラン策定時）

市政情報を効果的にわかりやすく発信し、市政に対する理解や納得感を高めるとともに、本市の魅力を市内外に広くPRすることで、本市のイ
メージアップ・認知度の向上を図り、関係人口の拡大や定住の促進等につなげていく。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②公式LINE登録者数 28,000人 33,023人 Ａ ②公式LINE登録者数 37,000人

①ウェブサイト、広報うべ、ラジオ、メール、市長
YouTube、SNSなど、様々な広報媒体を組み合わせ
た効果的な情報発信

市ウェブサイトの
閲覧数250万回

285万回 Ａ
①ウェブサイト、広報うべ、ラジオ、メール、
SNSなど、様々な広報媒体を組み合わせ
た効果的な情報発信

市ウェブサイトの
閲覧数300万回

③発信力のある「ふるさと大使」に特産品を送付するこ
とで、ふるさと大使の自発的なSNS発信を期待

リーチ人数
240万人

リーチ人数
２８４万人

Ａ
③発信力のある「ふるさと大使」に宇部市
の情報や特産品を送付することで、ふるさ
と大使の自発的なSNS発信を期待

リーチ人数
２８４万人

目標 ー 70% 72.5% 60.0% 60.0%

 

Ｃ C A

前年度以上

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8
各部署が行う事業やイベント等を予め把握し、事業やイベント効果を最大とするよう計画的
に、また様々な広報媒体の特性を活用して情報発信を行った。
発信力、拡散力の強化を目的に、41アカウントあったSNSを5カテゴリー11アカウントに
集約した（令和7年度運用開始）。
令和6年10月、市公式LINEに新機能を追加。市民にとって、より使いやすいツールにリ
ニューアルしたことを広報うべやウェブサイト等で周知し登録者増につなげた。
また、目標指標Ⅰについては、R4年度及び令和5年度の実績を踏まえ、R6年度から
「60％」に変更した。目標指標Ⅱについては、R6年度から「前年度以上」の順位に変更し
た。実績 53.7% 53.8% 51.5％

目標指標Ⅰ 市が発信する市政情報がわかりやすいと感じる市民の割合

実績 351位 310位 306位

60.0%

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ 宇部市の認知度
各部署が行う事業やイベント等を予め把握し、事業やイベント効果を最大とする
よう、計画的に、また様々な広報媒体の特性を活用して情報発信を行う。
職員が「全員広報　全員広聴」を進められるよう、職員向け「伝わる」広報デザイン
研修を実施する。
市公式LINEに新たな機能の追加などを行い、公式LINE登録者数の増を図る。
リニューアルしたSNSの活用、公式LINE登録者増により、市民に情報がしっかり
届く体制を構築する。

目標 366位 300位 285位 310位 306位

評価 Ｂ C Ｂ

評価
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 「評価」については、A：達成（達成率100％）、B：概ね達成（達成率75％〜100％未満）、C：未達成（達成率75％未満）

１４ 広聴機能の充実 戦略 ７　広報・広聴活動の強化

担当課 広報広聴課 関係課 各課

令和 年度

№ アクションプラン名 基本方針 ２　政策効果の向上

①企業、市民活動団体、同業種組合、学校等との「市長
と語ろう！うべ未来トーク」を開催する。

開催回数5回 開催回数4回 Ｂ
企業、市民活動団体、同業種組合、学校等
との「市長と語ろう！うべ未来トーク」を開
催する。

開催回数5回

アウトカム
（プラン策定時）

幅広い層の市民から、市政についての課題や提案・意見等を聴取し、市政に反映することを通して、市民満足度の高い共創によるまちづくり
につなげる。

令和6年度の取組実績 令和7年度の取組計画

インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画） アウトプット（実績） 評価 インプット（具体的な取組内容） アウトプット（計画）

②うべ未来モニターへのアンケートだけでなく、高校生
や大学生との「市長と語ろう！うべ未来トーク」を開催
する。

意見・提案 30件 意見・提案40件 Ａ
宇部市公式LINEに友だち登録している全
員を対象とした市政に関するアンケートを
実施する。

実施回数8回

目標 64件 65件 65件 30件 30件

 

Ａ B B － －

3,900件

目標指標達成状況 令和6年度取組の総括　

年度 基準値(R3) R4 R5 R6 R7 R8 ・うべ未来トークを市内企業や団体等と開催（4回）
　Ｒ３,Ｒ４は２４地区で懇談会を実施したが、Ｒ５は１２中学校区で実施、Ｒ６は地区懇談会
を休止し、地区要望に対応するよう形を変えた。
 よって、R6からは、市政懇談会で聴取した意見に対する市政への反映件数2件に加え、
地区要望で聴取した意見に対する市政への反映件数２4件を加えた26件を計上した。
　なお、聴取した意見を市政へ反映した割合は、R4:38.3%、 R5:53.1%、 R6:45.6%
・うべ未来モニターに対して市政に関するアンケートを9回実施
　モニター数は901人（R7年3月31日現在）
また、目標指標Ⅰについては、R6年度から地区懇談会を休止したことに伴い、R6年度か
ら「30件」に変更した。

実績 114件 ２６件 26件

目標指標Ⅰ 市政懇談会等で聴取した意見の内、市政への反映件数

実績 2,776件 2,532件 2,476件 － －

30件

令和7年度取組の設定理由・根拠

目標指標Ⅱ うべ未来モニターの回答件数（延べ）
・うべ未来トークを企業、市民活動団体、同業種組合、学校等と開催する予定（5
回程度）。
・若者からの意見を聴取するため、市内全10高校、大学生に参加を呼びかける。
・未来トーク参加者に、宇部市公式LINEの友だち登録を呼びかける。
・宇部市公式LINEを活用し、市政に関する簡易なアンケートを実施予定（8回程
度）【新規】
・うべ未来モニター制度を廃止
　回答者の固定化、登録者数の年代に偏り（40代以上 約80％）等の課題があ
り、令和6年度をもって終了。

目標 2,708件 2,700件 3,000件 3,300件 3,600件

評価 Ａ Ｃ Ｂ

評価

※基準値：実施8回×モニター数810人×回答率41.8％にて算出※基準値：実施8回×モニター数810人×回答率41.8％にて算出※基準値：実施8回×モニター数810人×回答率41.8％にて算出

R６年度うべ未来

モニター制度を廃止


